当面の治水目標の設定における事業効率評価指標について
	平成22年7月10日（土）
平成22年度　 第3回

大阪府河川整備委員会
	参考

資料

2


＜目的＞
時間雨量50ﾐﾘ対策後に時間雨量65ﾐﾘおよび80ﾐﾘの降雨に対して地先の危険度Ⅱ、Ⅲが発生する場合に、当面の治水目標を時間雨量65ﾐﾘか80ﾐﾘかを選択するためのもの。

＜基本的な考え方＞
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評価時点は時間雨量50ﾐﾘ対策後（まず50ﾐﾘ対策を実施するという意味ではない）
2 50ﾐﾘ対策が完成した後の65ﾐﾘ対策ないし80ﾐﾘ対策の「便益（効果）」と「費用」を用いた事業効率の評価指標を用いて、当面の治水目標として65ﾐﾘ対策か80ﾐﾘ対策を選択する。

3 ここでの評価指標は、一定の浸水被害軽減効果が発現した後の評価であるため、絶対値を評価するものではなく、あくまでも相対化指標として使用するもの。
＜評価指標の比較＞

	評価指標
	B(便益)-C(費用)
	経済的内部収益率

	考え方
	· 便益(B、効果)および費用(C)は、整備後50年間に発生する経済価値を現在価値化したもの。
	· 便益（効果）の現在価値が費用の現在価値と等しくなるような割引率（投資によって得られる利益率に相当する）⇒別添資料参照

	特徴
	· 事業規模に対する事業効率をみることができる。
· 時間的な評価が可能。現在価値化には社会的割引率（４％）を用いるが、将来社会的割引率が改定等になることも考えられる。
	· 投資額単位あたりの事業効率（利益率）をみることができる

· 時間的な評価が可能




　　　※現在価値化とは、将来に発生する便益（効果）や費用に対して一定の割合を掛けることにより、現在の価値に置き換えること。通常、一定の割合は社会的割引率（４％）を用いる場合が多い。⇒別添資料参照
＜採用する評価指標＞



＜参考（評価時点の違いによる事業効率への影響）＞　　　　　　　　　　　　　　　イメージ
· ある河川において事業着手時点の河道から時間雨量50ﾐﾘ、65ﾐﾘ、80ﾐﾘとそれぞれの対策をした場合のB（便益（効果））とC（費用）が下図（左）のようになる場合があるとする。この場合、効率B-Cだけを考慮して治水目標を設定すれば時間雨量50ﾐﾘが最適となる。

· また、時間雨量50ﾐﾘ対策に比較して、65ﾐﾘ対策および80ﾐﾘ対策は効率は低いがB-C＞０となる。









· 「今後の治水対策の進め方」においては、上図（右）のとおり、時間雨量50ﾐﾘ対策後に65ﾐﾘまたは80ﾐﾘの降雨に対して危険度Ⅱ、Ⅲが発生する場合は、当面の治水目標は50ﾐﾘ対策ではなく、65ﾐﾘ対策または80ﾐﾘ対策のいずれかを設定（選択）する。
· このとき、時間雨量50ﾐﾘ対策後の65ﾐﾘ対策と80ﾐﾘ対策の場合のB-C（もしくは経済的内部収益率）を評価指標（相対化指標）としては、判断する必要がある。

· 時間雨量50ﾐﾘ対策後を評価時点とした場合、下図のように表現される。

· 本事例のように50ﾐﾘ対策の効果が大きい河川においては、50ﾐﾘ対策⇒65ﾐﾘ対策ないし50ﾐﾘ対策⇒80ﾐﾘ対策におけるB-C＜０となる場合がある。









· しかし、ここでは、「今後の治水対策の進め方」において、時間雨量50ﾐﾘ対策後に危険度Ⅱ、Ⅲが発生する場合の当面の治水目標の設定のために用いる評価指標を議論しているものであり、時間雨量65ﾐﾘ対策と80ﾐﾘ対策のB-C（もしくは経済的内部収益率）の比較し、大きいほうを選択するとした「相対化指標」としてのみ用いるもので、B-Cがマイナスになるなどの絶対値の大小に意味があるものではない。
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＜事業評価＞


費用便益分析により経済性の評価を実施。


評価時点は事業着手時点


評価指標は費用対効果（B/C）





「経済的内部収益率」


（採用理由）


将来に発生する便益（効果）や費用の評価（時間的な評価）が可能


相対化指標として使用することから、社会的割引率の変化に左右されないほうが望ましい。





＜参考（事業評価や再評価では）＞


事業実施の判断については、費用便益比（B/C）を使用。


河川事業において、治水安全度の低下を避けるため、下流から河川整備を実施するが、一定下流区間の改修により浸水被害が軽減され、上流区間のB/Cは発生しにくい傾向がある。この場合、上流区間の浸水被害が残されているにも関わらず、B/Cが1より小さいことを理由に河川整備を実施しないと判断すれば、公平性を欠くという問題が発生する。そのため、評価時点を事業着手時点とし、治水事業を一連の事業として評価する場合が多い。


　　※事業評価等におけるBおよびCは社会的割引率４％で現在価値化している。
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